
経 産 業 票F 間 20■ 4年 (平成 26年 )3月 27日 (水 躍 日) 4【第三種郵便物認可】

―
・jetr。 .gO.jp/

▼中国のスマホ販売台数、 2期連続で 1億台
超、ネット接続でパソコン上回る

中国の2014年 4～ 6月期のスマー トフォン
(スマホ)販売台数は 1～ 3月期に続いて
1億台超を記録し、14年通年で過去最高の
4億台を突破する見込みとなった。中でも
北京小米科技 (シャオミ)の急成長が注目
される。一方、スマホ経由のインターネッ

ト利用者が初めてパソコンを上回った。(W
ww.jetro.go.jp/biZnews/53f6d12eacle8)

▼マレーシア、鉄鋼27品目を強制規格の対象

に封菫力日

マレーシアの国際貿易産業省は4日、鉄鋼
27品目を強制規格の対象に追加した。対象

品日の輸入については所轄官庁から適合性

評価許可証 (COA)を 取得しなければ通
関できなくなった。

(WWW.jetro.go.jp/bi2news/53f6c7feflb30)

▼ラオス、2014年上半期の縫製品輸出が 7%
増、欧州向けが好調

ラオス縫製工業協会は2014年上半期の縫製

品輸出が回復 し、前年同期比で 7%増の
9649万円レだったと発表した。一般特恵関税

を利用した欧州向けが好調で13%増の8668
万円レとなった。一方、隣国タイヘの出稼ぎ

や製造業、サービス業の多様化による労働

者不足と賃金上昇が今後の懸念材料となっ

ている。 (WWW.jetro.go,jp/biZnews/53f70
lc391c08)

w―.bushesswireocom/
▼発電関連事業の英アグレコ、米ユタ州ソル

トレークシティーに山間部の顧客向けサー

ビスセンターを新設 (WWW.aggreko,com)
▼水処理技術開発の米オリジンオイル、中東

オマーンやサウジアラビアなどに顧客を持
つ石油会社ガルフエナジーに水再生技術を

提供 (WWW.Originoil,com)

▼個人向け 3D(3次 元)プリンター大手の
米メイカーボッ ト、簡単に色や形を変えら

れる米アップルの iPhone(ア イフォ

ーン)ケースのデータ販売や造形サービス
を開始 (WWW.makerbotocom)
▼看板や印刷用機材の販売を手掛ける米 US
カッター、オラングの 3D(3次 元)プ リ
ンターメーカーのリープフロッグの3Dプ
リンターの取り扱いを開始 (WWW.uSCutte
r,com)

▼米穀物メジャーのアーチャー・ ダニエルズ

・ ミッドランド (ADM)、 グローバル本
社とカスタマーセンターをシカゴに開設

(WWW.adm.com)
▼アイルランド医療機器メーカーのコヴィデ

ィエン、米同業で脳血管内治療用のカテー

テルを扱うリバースメディカルの買収を決

定 (WWW,COVidien,com)         
‐
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経
済
発
展
が
注
目
さ
れ
る

東
南
ア
ジ
ア
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連
合

（Ａ

Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
）
の
中
で
も
早
く

か
ら
工
業
化
が
進
ん
だ
タ
イ

は
、
日
系
製
造
業
に
と

っ
て

生
産

。
輸
出
基
地
と
し
て
重

要
な
役
割
を
担
う
。
産
業
発

展
や
生
活
水
準
の
向
上
に
よ

っ
て
継
続
的
に
増
加
す
る
電

力
需
要
に
対
応
す
る
た
め
、

タ
イ
政
府
は
２
０
３
０
年
ま

で
の
電
源
開
発
計
画
を
策
定

し
て
い
る
。
特
徴
的
な
の
は
、

Ｓ
Ｐ
Ｐ

（小
規
模
発
電
事
業

者
）
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
い
う
買

い
取
り
保
証
制
度
だ
。

タ
イ
政
府
か
ら
承
認
を
受

け
た
Ｓ
Ｐ
Ｐ
に
対
し
、
タ
イ

発
電
公
社
が
最
大
９
万

ロ
キ
喝

ま
で
の
電
力
買
い
取
り
を
２０

～
２５
年
間
と
い
う
長
期
間
に

わ
た

っ
て
保
証
す
る
。
Ｓ
Ｐ

Ｐ
の
多
く
は
天
然
ガ
ス
を
発

電
燃
料
と
し
て
い
る
が
、
天

然
ガ
ス
の
価
格
上
昇
分
は
買

い
取
り
価
格
に
反
映
さ
れ
る

仕
組
み
で
あ
り
、
安
定
し
た

キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ
ロ
ー
が
見
込

め
る
魅
力
的
な
制
度
と
な

っ

て
い
る
。

買
い
取
り
の
上
限
を
超
え

た
分
の
電
力
は
、
工
業
団
地

の
工
場
な
ど
に
売
電
も
で
き

る
。
Ｓ
Ｐ
Ｐ
プ

ロ
グ
ラ
ム
は
、

投
資
リ
ス
ク
を
抑
え
る
こ
と

で
電
源
開
発
へ
の
民
間
投
資

を
促
進
し
て
電
力
供
給
を
安

定
化
す
る
と
と
も
に
、
工
業

団
地
の
高
度
化
に
も
寄
与
す

る
制
度
と
い
え
る
。

発
電
所
建
設
の
用
地
や
売

電
先
の
確
保
の
観
点
か
ら
、

事
業
主
体
と
し
て
工
業
団
地

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
が
参
画
す
る

こ
と
も
多
い
。
現
地
の
大
手

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
に
よ
る
１０
万

ロ
キ
弓
規
模
の
Ｓ
Ｐ
Ｐ
が
、
売

電
に
よ
る
収

益
向
上
と
入

居
企
業
の
満

足
度
向
上
を

得
ら
れ
た
ケ
ー
ス
も
あ
る
。

現
在
の
電
源
開
発
計
画
で

は
、
２０
年
以
降
の
発
電
を
想

定
し
た
Ｓ
Ｐ
Ｐ
の
許
認
可
枠

の
規
模
は
１
３
０
万

ロ
キ
唱
程

るヾも事業機会広ん

度
に
限
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
　
ア
」

し
タ
イ
で
は
環
境
問
題
へ
の
　
，
Ｖ

購
帥
わ
弟
味
脚
わ
０
す
斬
媒

ｆ
ね
小

期
的
に
見
直
さ
れ
る
。

許
認
可
か
ら
発
電
所
の
建

設
、
運
転
開
始
ま
で
に
か
か

る
期
間
を
考
慮
す
る
と
、
２０

年
代
に
稼
働
す
る
Ｓ
Ｐ
Ｐ
に

つ
い
て
は
近
く
許
認
可
枠
の

追
加
を
検
討
す
る
時
期
に
来

て
い
る
。
過
去
の
動
向
も
踏

ま
え
る
と
、
現
計
画
を
大
き

く
上
回
る
数
百
万

ロ
キ
喝
規
模

の
追
加
の
可
能
性
が
高
い
と

想
定
さ
れ
る
。
現
地
の
中
堅

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
の
中
に
は
、

追
加
計
画
を
前
提
と
し
た
Ｓ

Ｐ
Ｐ
へ
の
参
入
の
検
討
を
始

め
る
動
き
も
あ
る
。

Ｈ
年
の
洪
水
後
に
リ
ス
ク

が
取
り
沙
汰
さ
れ
る
よ
う
に

な

っ
て
か
ら
は

一
部

で
工
場

が
国
外

へ
移
転
し
、
足
元
で

は
政
治
の
混
乱
に
よ
る
投
資

基割鞠零Wネジャー上杉不可次氏

燃
料
価
格
上
昇
は
反
映

火
力
発
電
所
の
建
設
が
遅
延
　
由
Ｈ
Ｈ
　
の
減
速
も
み
ら
れ
た
。
だ
が
、

・
頓
挫
す
る
ケ
ー
ス
も
発
生

す
る
よ
う
に
な

っ
て
お
り
、

Ｓ
Ｐ
Ｐ
も
含
め
た
計
画
は
定

イ
ン
フ
ラ
整
備
が
進
み
、
現

地
で
の
部
品
調
達
や
工
場
の

操
業
が
し
や
す
い
。

そ

の
優

位
性

の
た
め
現

在
、
複
数
の
工
業
団
地
の
新

規
計
画

。
開
発
が
進
む
。
全

体
と
し
て
は
引
き
続
き
タ
イ

ヘ
の
製
造
業
の
投
資
は
伸
長

し
、
中
期
的
に
も
持
続
す
る

見
通
し
だ
。

製
造
業
投
資

が
進
む
中

で
、
Ｓ
Ｐ
Ｐ
に
つ
い
て
も
、

日
系
企
業
に
と
っ
て
は
発
電

事
業
そ
の
も
の
の
提
携
に
加

え
、
発
電
所
建
設
や
関
連
機

器
販
売
な
ど
の
潜
在
的
な
事

業
機
会
と
し
て
と
ら
え
る
こ

と
が
可
能
だ
。
発
電
事
業
が

本
業
で
は
な
い
現
地
デ
ベ
ロ

ッ
パ
ー
か
ら
は
、
発
電
所
建

設
や
機
器
選
定
、
運
営

・
保

守
な
ど
に
関
す
る
ノ
ウ

ハ
ウ

タ
イ
は
ほ
か
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
　
へ
の
ニ
ー
ズ
が
高
い
。
事
業

諸
国
と
比
べ
自
動
車
関
連
を

機
会
を
獲
得
す
る
上
で
有
効

は
じ
め
と
し
た
産
業
集
積
や

な
切
り
回
と
な
る
は
ず
だ
。

タイ、電力買い取り保証制度
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(注 )タイの電源開発計画を基に作成
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電
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0

実
質
「掛
け
捨
こ
日
系
企
業
に
負
担
増

【大
連
＝
森
安
健
】
中
国

。
大
連
市

（遼
寧
省
）
が
外
国
人
か
ら
社
会
保
険
料
の
徴
収
を
始
め
る
可

能
性
が
強
ま

っ
た
。
国
の
人
事
資
源
社
会
保
障
省
の
チ
ー
ム
が
こ
の
ほ
ど
大
連
入
り
し
、
現
地
の
経
済

状
況
を
調
べ
た
。
中
国
国
内
で
上
海
に
次
ぐ
日
系
企
業
２
０
０
０
社
が
集
積
す
る
大
連
が
方
針
を
転
換

す
れ
ば
、
企
業
側
に
大
き
な
負
担
増
と
な
り
、
駐
在
員
の
規
模
縮
小
に
も

つ
な
が
り
そ
う
だ
。

北
京
で
は
１
人

年
間
８０
万
円

が
保
険
料
を
集
め
始
め
た
。

既
に
主
要
２５
都
市
で
徴
収
が

始
ま
り
、
人
事
資
源
社
会
保

障
省
に
よ
る
と
１３
年
末
段
階

で
支
払
う
外
国
人
数
は
２０
万

人
を
超
え
た
。

社
会
保
険
は
年
金
、
医
療
、

労
災
、
出
産
、
失
業
の
５
つ

か
ら
な
り
、
北
京
だ
と
日
本

人
駐
在
員
１
人
当
た
り
年
間

約
８０
万
円
の
負
担
と
な
る
。

た
だ
、
実
際
に
年
金
の
支
給

関
係
者
に
よ
る
と
人
事
資

源
社
会
保
障
省
の
チ
ー
ム
は

２‐
、
２２
日
に
大
連
入
り
し
、

複
数
の
企
業
を
訪
間
し
た
。

業
績
に
つ
い
て
ヒ
ア
リ
ン
グ

し
、
外
国
人
駐
在
員
か
ら
社

会
保
険
料
を
徴
収
し
た
場

合
、
ど
の
程
度
の
影
響
が
出

る
か
を
調
べ
た
。

中
国
政
府
は
２
０
１
１
年

７
月
に

「
社
会
保
険
法
」
を

施
行
し
、
中
国
人
と
同
様
に

中
国
で
就
労
す
る
外
国
人
か

ら
も
保
険
料
を
徴
収
す
る
こ

と
を
明
記
し
た
。
法
制
化
を

受
け
、
同
年
１０
月
か
ら
北
京

市
な
ど
徴
収
主
体
の
自
治
体

ブ
ラ
ジ
ル
の
航
空
大
手
で
、

ぃ］『呻航。場中（％シ時一弾【沖　競卵

に
次
い
で
２
位
に
つ
け
る
。
国
　
レに

］的中呻”中味杓運。米蛉”ω　的卵

い
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
１
■

呻韓骨́時欅抑韓呻幹年。しは　叫牛

０７
年
に
は
経
営
が
悪
化
し
て

い
た
か
つ
て
の
フ
ラ
ッ
グ
キ
ャ

リ
ア
、
バ
リ
グ

・
ブ
ラ
ジ
ル
航

空
を
買
収
し
て
規
模
を
拡
大
し

た
。
■
年
に
は
米
大
手
デ
ル
タ

航
空
、
今
年
に
入

っ
て
も
欧
州

大
手
エ
ー
ル
フ
ラ
ン
ス
Ｋ
Ｌ
Ｍ

か
ら
出
資
を
受
け
入
れ
、
提
携

先
を
広
げ
て
い
る
。

日系企業の名前が並ぷ

大連のオフィス ビル

(遼寧省 )

対
象
年
齢
ま
で
中
国
に
滞
在

す
る
駐
在
員
は
ほ
と
ん
ど
お

ら
ず
、
医
療
で
も
保
険
の
対

象
外
と
な
る
外
国
人
向
け
病

院
に
行
く
こ
と
が
多
く
、
社

会
保
険
料
は
事
実
上

「
掛
け

捨
て
」
に
な

っ
て
い
る
。

外
資
が
多
い
上
海
、
大
連
、

東
莞

（広
東
省
）
な
ど

一
部

の
都
市
は
、
外
国
人
か
ら
の

保
険
料
徴
収
を
見
合
わ
せ
て

い
る
。
大
連
は
日
系
企
業
の

進
出
数
も
多
く
、
社
会
保
険

料
徴
収
が
始
ま
れ
ば
ほ
か
の

都
市

へ
の
余
波
も
含
め
影
響

は
大
き
い
と
み
ら
れ
る
。

大
連
に
あ
る
日
本
の
金
融

機
関
の
総
経
理
は

「
各
社
と

も
余
分
な
日
本
人
は
置
か
な

く
な
る
だ
ろ
う
」
と
予
測
す

る
。

「
職
人
が
技
術
を
伝
え

る
機
会
が
減
る
」
と
語
り
、

中
国
側
に
と

っ
て
も
損
失
に

な
る
と
指
摘
す
る
。

あ
る
日
系
の
製
造
業
は
、

大
連
工
場
で
生
産
す
る
品
目

を
高
付
加
価
値
製
品
に
転
換

中
で
、
４０
人
以
上
の
日
本
人

駐
在
員
が
大
連
入
り
し
て
い

る
。
総
経
理
は

「
大
き
な
負

担
増
に
な
る
」
と
し
て
、
情

報
収
集
を
急
い
で
い
る
。

先
行
し
て
徴
収
を
始
め
た

青
島
市

（山
東
省
）
は
日
本

人
駐
在
員
が
減
り
、
そ
の
あ

お
り
で
日
本
人
学
校
の
生
徒

数
も
大
幅
に
減

っ
た
。
大
連

に
は
日
系
の
製
造
業
だ
け
で

な
く
、
駐
在
員
を
対
象
と
し

た
日
本
料
理
店
や
日
本
式
美

容
院
、
日
本
の
不
動
産
業
、

保
険
業
な
ど
関
連
産
業
が
集

積
し
て
い
る
。
駐
在
員
が
減

れ
ば
こ
う
し
た
事
業
も
減
退

は
避
け
ら
れ
な
い
。

通
常
、
保
険
料
の
二
重
払

い
を
避
け
る
た
め
各
国
政
府

は
社
会
保
障
協
定
を
結
ぶ
。

中
国
は
韓
国
な
ど
十
数
力
国

と
締
結
済
み
だ
が
、
日
本
と

は
両
国
関
係
の
悪
化
に
よ
り

協
定
交
渉
が
滞
っ
て
い
る
。

ブ
ラ
ジ
ル
の
航
空
会
社
の
中

で
は
発
着
が
正
確
で
、
１３
年
は

９４
％
の
便
で
遅
れ
が
な
か

っ
た

と
い
う
。
サ

ッ
カ
ー

。
ブ
ラ
ジ

ル
代
表
の
ス
ポ
ン
サ
ー
で
も
あ

り
、
６
～
７
月
の
自
国
開
催
の

ワ
ー
ル
ド
カ

ッ
プ

（
Ｗ
杯
）
で

は
代
表
選
手
の
移
動

に
も
用
い

ら
れ
た
。

最
近
で
は
国
際
線

の
拡
充
に

相
次
い
で
動
い
て
い
る
。
５
月

に
北
東
部
フ
オ
ル
タ
レ
ザ
と
ア

ル
ゼ
ン
チ
ン
の
首
都
ブ
エ
′
ス

ア
イ
レ
ス
間
で
直
行
便
の
運
航

を
開
始
し
た
。
７
月
に
は
最
大

都
市
サ
ン
パ
ウ
ロ
と
チ
リ
の
首

都
サ
ン
テ
ィ
ア
ゴ
を
結
ぶ
直
行

便
を
１
日
２
往
復
運
航
し
始
め

て
い
る
。

（サ
ン
パ
ウ
ロ
Ｈ
宮
本
英
威
）

《会社概要》

▽本   社  サ ンパ ウ ロ
▽設   立  2001年
▽代 表 者  パ ウ ロ・ カキノフ最高

経営責任者 (CEO)
▽売 上 高  89億5620万レアル

(2013年 12月期 )

▽営業利益  2億 6600万レアル(同上 )
にと)1レアル==k旬45円

中国で は大半 の都市が

保 険 料 徴 収 を 始 め た

北京、広州、深りII、 天津、

杭州、南京、済南、重慶、

青島、寧波、アモイ、武漢、

藩陽、西安、成都、長春、

福州、鄭州、石家荘、蘇州、

仏山、無錫、煙台、合肥、

昆明

上海、大連、ハノレビン、

長沙、東莞、太原、南昌

ゴ
4ル
,杭空 (プラジル)

台湾企業との提携による
中国市場開拓のポイン ト十   日 十 人 翌 ,ッ と  ブ   
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